
○今治市長が行う公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する規則

平成18年９月29日

規則第62号

（趣旨）

第１条 この規則は、今治市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成18年

今治市条例第60号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。

（指定申請書）

第２条 条例第３条に規定する申請書は、指定申請書（別記様式第１号）とする。

２ 条例第３条第１号に規定する当該団体の組織及び財務の状況の概要を記載した書類は、次の

とおりとする。ただし、市長が特に必要でないと認めたときは、その一部の添付を省略するこ

とができる。

(１) 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類

(２) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書

(３) 指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年

度の収支決算書及び事業報告書

(４) その他市長が必要があると認める書類

（指定予定者の通知）

第３条 市長は、条例第４条の規定により指定予定者を決定したときは、指定申請者に対し選定

結果を通知する。この場合において、指定予定者に対しては指定予定者決定通知書（別記様式

第２号）により通知する。

（指定管理者の通知）

第４条 市長は、条例第８条の規定により指定管理者が指定されたときは、指定管理者に対して

は指定管理者指定書（別記様式第３号）により、指定管理者にならなかったものに対しては指

定管理者不指定通知書（別記様式第４号）により通知する。

（管理日報及び月報）

第５条 市長は、条例第10条の規定により、管理日報及び管理月報の提出を指定管理者に求める

ことができる。

２ 管理日報及び管理月報の様式は、市長が定める。

（審議会長及び副会長）

第６条 条例第15条に規定する指定管理者選定審議会（以下「審議会」という。）ごとに、会長

及び副会長１人を置く。

２ 会長及び副会長は、学識経験者から委員の互選により定める。
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３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

４ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。

（審議会の招集等）

第７条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。

２ 審議会の会議は、委員定数の過半数の出席がなければ開くことができない。

３ 前２項に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議会に諮って定

める。

（委任）

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この規則は、平成18年10月１日から施行する。
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別記様式第１号（第２条関係）

別記様式第２号（第３条関係）

別記様式第３号（第４条関係）

別記様式第４号（第４条関係）


